
警察庁 １　施策 平成21年度概算要求　　  － 百万円

施策名 施策の概要
平成２０度
予　算　額
(百万円)

平成２１年度
概算要求額
(百万円)

携帯電話等からの110番通報に
おける位置情報通知システムの
整備の推進

携帯電話等で110番通報した発信者の位置の把握に衛星測位を利用
する。

県本部通信指令施設更
新整備及び携帯電話発
信地位置表示システム
の導入（421）の内数及
び警察本部等移転対策
（1,605）の内数

通信指令施設更新整備
及び携帯電話発信地表
示システムの導入
（733）の内数

総務省 ３　施策 平成21年度概算要求　　  1,560 百万円

施策名 施策の概要
平成２０度
予　算　額
(百万円)

平成２１年度
概算要求額
(百万円)

技術試験衛星VIII型による衛星
測位技術の実験

衛星測位のための衛星地上間時刻比較実験を実施
情報通信研究機構の運
営費交付金（35,330）
の内数

情報通信研究機構の運
営費交付金（35,686）
の内数

準天頂衛星システムの研究開発
衛星搭載原子時計と地上の原子時計群を正確に同期させる技術等の
高精度衛星測位技術の研究開発を実施

1,200 1,560

携帯電話からの119番通報にお
ける発信位置情報通知システム
の導入促進

各消防本部において、衛星測位を用いた携帯電話からの119番通報
における発信位置情報通知システムの導入促進を図る。

消防防災施設整備費補
助金、防災対策事業債
の交付税措置等

消防防災施設整備費補
助金、防災対策事業債
の交付税措置等

法務省 １　施策 平成21年度概算要求　　  － 百万円

施策名 施策の概要
平成２０度
予　算　額
(百万円)

平成２１年度
概算要求額
(百万円)

登記所備付地図作成 登記所備付地図作成に衛星測位を利用する。 （1,338）の内数 （1,439）の内数

外務省 １　施策 平成21年度概算要求　　  1 百万円

施策名 施策の概要
平成２０度
予　算　額
(百万円)

平成２１年度
概算要求額
(百万円)

日米GPS会合
1998年の日米首脳声明に従い定期的に開催されるＧＰＳの利用に関
する重要事項を検討・討議するための会合を開催する

1 1

119

文部科学省 １０　施策 平成21年度概算要求　　  14,663 百万円

施策名 施策の概要
平成２０度
予　算　額
(百万円)

平成２１年度
概算要求額
(百万円)

屋内外シームレス測位環境の構
築のための環境整備

衛星測位システム受信機をそのまま屋内測位にも利用可能とする
IMES（Indoor Messaging System）を活用した屋外～屋内を問わな
いシームレス測位環境の構築に寄与するため、当該技術の利用拡大
のための普及啓発を行う。

宇宙航空研究開発機構
運営費交付金
（130,227）の内数

宇宙航空研究開発機構
運営費交付金
（180,916）の内数

技術試験衛星VIII型(ETS-
VIII）

衛星測位システムの基盤技術を修得するための実験を実施
宇宙航空研究開発機構
運営費交付金
（130,227）の内数

宇宙航空研究開発機構
運営費交付金
（180,916）の内数

高精度運航技術（ＧＰＳを利用
した航空機の高
精度航法システムに関する研
究）

次世代運航システムの技術開発を行う。その中で、ＧＰＳ受信端末
と機上慣性航法装置とを複合した航空機用の超小型航法装置（位置
センサ）及びそれを利用した高精度・高信頼航法システムの研究開
発を推進する

宇宙航空研究開発機構
運営費交付金
（130,227）の内数

宇宙航空研究開発機構
運営費交付金
（180,916）の内数

7,420 10,013

※宇宙航空研究開発機構運営費
　交付金中の推計値及び施設整
　備費補助金における関連経費
　の合計

※宇宙航空研究開発機構運営費
　交付金中の推計値及び施設整
　備費補助金における関連経費
　の合計

準天頂衛星システムユーザーイ
ンターフェース仕様書の公開等

準天頂衛星システム（ＱＺＳＳ）に対応するユーザ受信端末（カー
ナビ、携帯電話等）やユーザアプリケーションの開発に必要なＱＺ
ＳＳと利用者間のインタフェース、要求されるサービス性能の仕様
などをユーザに対して提供する「準天頂衛星システムユーザーイン
ターフェース仕様書」を作成、公開する。

宇宙航空研究開発機構
運営費交付金
（130,227）の内数

宇宙航空研究開発機構
運営費交付金
（180,916）の内数

追跡ネットワーク維持（衛星測
位を利用した人工衛星等の高精
度軌道決定等）

ロケット・衛星を追跡管制するための追跡ネットワークを維持す
る。その中で、衛星測位等を利用して周回衛星等の軌道を高精度で
決定するとともに、その精度の向上を図る研究を実施する。

宇宙航空研究開発機構
運営費交付金
（130,227）の内数

宇宙航空研究開発機構
運営費交付金
（180,916）の内数

活断層調査の総合的推進（宇宙
利用に関連する予算以外の額を
含む）

強い揺れに見舞われる可能性が高い活断層や、地震が発生した場合
に社会的影響が大きい活断層等において、GPS観測やALOSを用いた
地殻変動分布把握等の調査観測・研究を実施する。

478 813

観測データ集中化の促進のう
ち、GPSの維持管理

重点的に調査観測を行う活断層周辺に存在するGPSを維持管理す
る。

23 23

平成２１年度Ｇ空間行動プラン関係概算要求の概要（衛星測位関係）

平成２０年度予算（９府省庁３８施策）

平成２１年度概算要求（９府省庁３８施策）
予　算　案： 26,903 百万円（施策単位で額を確認できるものについて集計｡交付金等を除く｡）
【準天頂衛星システム計画関係 12,958 百万円】

予　算　額： 18,220 百万円（施策単位で額を確認できるものについて集計｡交付金等を除く｡）
【準天頂衛星システム計画関係 10,424 百万円】

準天頂高精度測位実験技術
準天頂衛星システム計画に関し、準天頂高精度測位実験技術の研究
開発を実施する。

※「Ｇ空間行動プラン」に掲載された施策をもとに集計。
※十万円の位（少数点第一位）を四捨五入
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地震・津波観測監視システム
（宇宙利用に関連する予算以外
の額を含む）

海溝型巨大地震・津波対応ネットワークシステムの構築に向けた世
界最先端の技術開発を推進する中で、新たな観測技術開発として
GPSを用いた海底地殻変動観測システムを開発する。

1,406 2,951

ひずみ集中帯の重点的調査観
測・研究（宇宙利用に関連する
予算以外の額を含む）

近年、頻繁に地震が発生している日本海東縁部等の「ひずみ集中
帯」において、当該地域で発生する地震のメカニズムの解明等を目
的として、GPS連続観測による精密ひずみ観測等の調査観測・研究
を実施する。

401 863

4,624

農林水産省 １０　施策 平成21年度概算要求　　  53 百万円

施策名 施策の概要
平成２０度
予　算　額
(百万円)

平成２１年度
概算要求額
(百万円)

漁船位置情報管理・分析
漁船の位置等を衛星測位システムを介して自動的に取得するシステ
ム（ＶＭＳ）を構築・運用する。

53 53

海亀等の回遊経路の把握 対象海洋生物の回遊経路を把握するため、海亀等の生体を捕獲後タ
グを装着し、行動を追跡する。

国際資源対策推進事業
（945）の内数

国際資源対策推進事業
（898）の内数

有害生物被害防止対策

有害生物の出現状況の把握と情報提供の実施に際し、調査船等によ
り得た出現・予測情報を、日々の更新データ提供（ＰＤＦ）と併せ
てＧＩＳによる提供を行い、情報利用者の利便性の高い情報として
漁業関係者等に提供する。

有害生物漁業被害防止
総合対策事業費（890）
の内数

有害生物漁業被害防止
総合対策事業費（914）
の内数

水稲移植作業及び収穫作業の自
動化による超省力作業システム
の開発

ほ場内にオペレータが入ることなく、水稲作の耕うんから収穫ま
で、すべてのほ場作業をロボット化する無人機械作業体系を開発す
る。

農業・食品産業技術総
合研究機構運営費交付
金（40,659）の内数

農業・食品産業技術総
合研究機構運営費交付
金（39,804）の内数

農地・農村の防災技術の高度化
高精度ＧＰＳと無人ヘリ等を用いた中山間農村地帯における災害の
調査・監視技術等の開発する。農地地すべり監視のためのＧＰＳ測
位技術の利用とその高精度化を進める。

農業・食品産業技術総
合研究機構運営費交付
金（40,659）の内数

農業・食品産業技術総
合研究機構運営費交付
金（39,804）の内数

広域収量モニタリングシステム
の開発

コンバイン収穫質量測定装置（収量センサ、ＧＰＳユニット、表
示・記録装置から構成されるもの）を利用し、ほ場地図上に収量情
報をマッピングできる広域収量モニタリングシステムを開発する。

農業・食品産業技術総
合研究機構運営費交付
金（40,659）の内数

農業・食品産業技術総
合研究機構運営費交付
金（39,804）の内数

普及型ＧＰＳを用いた茶園内の
位置計測技術の開発

茶園内の害虫被害箇所を検出するため、安価な普及型ＧＰＳを用い
た茶園内の位置を計測する技術を開発する。

農業・食品産業技術総
合研究機構運営費交付
金（40,659）の内数

農業・食品産業技術総
合研究機構運営費交付
金（39,804）の内数

運動強度等の簡易測定に基づく
放牧育成牛への補助飼料給与量
の調製技術の開発

衛星測位及びＧＩＳの利用により、放牧牛の運動量と牧区地形条件
の関係を解析する。

農業・食品産業技術総
合研究機構運営費交付
金（40,659）の内数

農業・食品産業技術総
合研究機構運営費交付
金（39,804）の内数

農業環境資源地点情報の整備
土壌調査、植生調査、昆虫採取及び土壌微生物等の衛星測位等によ
る採取地点情報の整備を行い、データベース化し、時空間情報とし
て視覚化する手法を開発する。

農業環境技術研究所運
営費交付金（3,306）の
内数

農業環境技術研究所運
営費交付金（3,289）の
内数

衛星測位・無線通信技術を用い
た農地への野生生物追跡技術の
開発

鳥獣害予防のために、無線通信技術を用いた野生生物の接近警報及
びＧＰＳによる精密な位置情報の取得を行う。

農業環境技術研究所運
営費交付金（3,306）の
内数

農業環境技術研究所運
営費交付金（3,289）の
内数

経済産業省 ５　施策 平成21年度概算要求　　  9,060 百万円

施策名 施策の概要
平成２０度
予　算　額
(百万円)

平成２１年度
概算要求額
(百万円)

ＡＳＴＥＲセンサ・ＰＡＬＳＡ
Ｒセンサによる資源探査

資源開発等に活用するための衛星搭載用光学センサ、ＡＳＴＥＲと
衛星搭載用レーダセンサ、ＰＡＬＳＡＲの開発・運用を行う。ま
た、ＡＳＴＥＲ及びＰＡＬＳＡＲ等から得られた地球観測データか
ら石油・天然ガスといったエネルギー資源が埋蔵している可能性の
高い地域を特定するため等の処理・解析技術の研究開発等を行う。

1,717 1,920

次世代衛星基盤技術開発プロ
ジェクト（準天頂衛星プロジェ
クト）

次世代の衛星技術として期待されている準天頂衛星システムを構築
するとともに我が国衛星メーカーの国際競争力強化を図るために必
要な基盤技術（産業競争力強化に直結する衛星の軽量化、長寿命化
に関する技術等）を開発する。

1,260 1,000

エネルギーＩＴＳ推進事業

省エネルギー効果の高いITSの実用化を促進する事業において、自
動運転・隊列走行に関する要素技術開発を行い、その中でGPSを用
いた高度な位置測定、画像認識を用いた周辺環境認識等の要素技術
の開発等を行う。

850 1,430

先進的宇宙システムの研究開発
我が国の宇宙システムの見直しや国際競争力強化、国内宇宙産業基
盤維持を図るために、衛星システムの低コスト化・短納期化等を実
現するための、標準化、自動運用化等の研究開発を行う。

605 1,650

次世代地球観測センサ等の研究
開発

資源開発能力を格段に向上した衛星搭載用光学センサであるハイ
パースペクトルセンサの開発を行う。また、地球観測データの利用
の拡大を図るため、利用ニーズに即した情報を地球観測データから
抽出するための処理・解析アルゴリズムの開発や、それらデータの
処理解析技術の研究開発を行う。

1,303 3,060

国土交通省 ６　施策 平成21年度概算要求　　  1,566百万円

施策名 施策の概要
平成２０度
予　算　額
(百万円)

平成２１年度
概算要求額
(百万円)

人工衛星軌道観測
国際ＧＮＳＳ（Global Navigation Satellite Systems）事業等が
実施する国際測地観測等への参加を行う。

電子基準点測量経費の
内数

電子基準点測量経費の
内数

初号機の準天頂衛星による技術
実証・利用実証等

準天頂軌道の衛星システム計画に関し、所要の研究開発を実施する
とともに、１機の準天頂衛星を打ち上げ、総務省、文部科学省、経
済産業省、国土交通省による技術実証、民間、府省等による利用実
証を行う。

544 385

海上保安庁における緊急通報
118番（位置情報等）の受付体
制

緊急通報118番（位置情報等）の受付体制の運用において衛星測位
を利用する。

2 2
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衛星測位を利用した航空交通の
安全確保及びサービスの向上

航空交通の安全確保及び効率性向上のため、運輸多目的衛星（ＭＴ
ＳＡＴ）を用いた衛星航法補強システムを運用し、国際民間航空機
間（ＩＣＡＯ）基準に準拠したＧＰＳ補強情報を提供する。

空港等維持運営費（航
空衛星センター、
1,603）及び航空路整備
事業費（衛星センター
性能向上、2,110）の内
数

空港等維持運営費（航
空衛星センター、
1,623）及び航空路整備
事業費（衛星センター
性能向上、2,891）の内
数

40

及び航路標識整備事業
費の内数

電子基準点測量
ＧＰＳを用いた測量の効率の向上等のため、全国に配置した電子基
準点によるＧＰＳ連続観測システムを運用する。

915 1,139

防衛省 １　施策 平成21年度概算要求　　  － 百万円

施策名 施策の概要
平成２０度
予　算　額
(百万円)

平成２１年度
概算要求額
(百万円)

自衛隊による衛星測位の利用 航空機、艦船等の航法等に衛星測位を利用する。

航空機購入費
（180,849）、艦艇建造
費等（163,916）等の内
数

航空機購入費
（94,654）、艦艇建造
費等（198,937）等の内
数

（注）四捨五入の関係で各欄計数の和と合計が一致しないところがある。

衛星測位を利用した海上交通の
安全確保

船舶交通の安全確保のため、全国に配置したディファレンシャルＧ
ＰＳ局からＧＰＳの補強情報を提供する。

42
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